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I論文要旨]
本稿では，前稿に引きつづき.明治政府の御雇外国人法学者ポワソナードの雇傭契約論を検討
する。
ポワソナードが起草した旧民法の「習業契約」の規定は.師匠・親方による権利濫用を防止・
抑制し.未成年労働者たる「習業者」の保護をはかることを目的に，一般の「雇傭契約」とは別
に設けられたものである。特に.①未成年者の保佐・代理の必要性と契約期間の制限.②詳細な
師匠・親方の義務，③習業者保護を目的とした裁判上の解除原因が.習業者保護にはたらく規定
として挙げられる。しかしながら，その後の明治民法では「習業契約」の節自体が削除されたこ
とにより，これらの習業者保護規定も消滅した。
ポワソナードが.雇傭契約における労働者や習業契約における未成年の習業者を弱者ととら
え.保護をはかる規定を旧民法のなかに設けようとしたことは.注目すべき点である。旧民法が
施行されなかったことにより.この労働者・習業者保護規定は実現されなかったものの，近代日
本における労働者保護法の先駆けのーっと捉えることが可能であろう。
{キーワード] ポワソナード，旧民法，雇傭契約，習業契約 (c6ntratd'apprentissage)，未成年
労働者
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おわりに
第3章 ボワソナードの「習業契約」論(承前)
第1節 「習業契約Jの性質
[以上，第39号1
1以下，本号]
旧民法のボワソナード草案において.i習業契約 (contratd'apprentissage) Jは.雇傭契約に
つづいて「第3編財産取得編 第21章雇傭契約及び請負契約 第2節習業契約」として規定
されている(旧民法では.i財産取得編 第12章雇傭及ヒ仕事請負ノ契約 第2節習業契約J)。
本節では.前稿第2章でふれた雇傭契約と同様に，まず習業契約の性質をボワソナードが著した
旧民法草案の註釈内容に沿って検討したい。
1. i習業提約Jの意義
ボワソナードは，習業契約とは.工業主(jndustieJ)・職人 (artisan)・商人 (commercant)
が「師匠 (maitre)又は親方 (patron)Jとして.男女の習業者 (apprentj)に対して自己の職
業上の知識や実践経験 (pratique)を伝授することを約し.習業者はその対価として彼らに労務
を提供することを約する契約であると定義する(草案財産取得編第963条，旧民法財産取得編第
267条第l項)。
さらに.旧民法の用語辞典であった磯部四郎・服部誠一『民法辞解(伊目波引)Jによれば，
習業契約とは「工業人工匠又ハ商人ニシテ他人ニ自己ノ職業上ニ得タル智識ト実験トヲ伝授スル
コトヲ約シ，又其伝授ヲ受クル者ハ右ノ工業人工匠又ハ商人ノ業務ニ付キ助力即手伝ヲ為スコト
ヲ約スルヲ云フ。語ヲ換ヘテ之ヲ言ヘパ我国ノ習慣上ニ行ハル、商家又ハ職工家ト幼年ノ子弟ト
ノ間ニ約スル年季奉公ノ契約是ナリJ(1)と定義され，習業契約は近世において商家や職人と幼年
者との聞でおこなわれていたいわゆる「年季奉公契約」と同視されていた(2)。
(1)機部四郎・服部誠一『民法辞解(伊呂波引)J(八尾書庖.1894年)755頁。
(2) r習業契約」で対象となるのは.近世の「奉公人」のうちの.いわゆる「町方奉公人」である。「町方奉公人」
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(a)雇傭契約との相違
習業契約は，一般の雇傭契約と同様に双務・有償契約である。しかし.雇傭契約が「労務の賃
貸借」とされたのに対し.習業契約は，契約者双方(師匠・親方と習業者)の聞で「労務が交換」
される点で.通常の雇傭契約の規定からは逸脱している{310
また.習業契約の対象となるのは.一般に「職業 (metierou profession) Jと呼ばれるものの
みである。したがって，芸術 (art)や農業 (travauxagricoles)の分野には適用されず.これ
らの習得に関する契約は前節の雇傭契約の規定にしたがうものとされた(4)。
(b) r習業者」の対象
まず，習業契約で労働者となる「習業者」には主に未成年者が想定されていた。そのため，未
成年者が習業契約をおこなうためには.その父.後見人 (tuteur).その他未成年者に対して権
限 (autorite)を有する全ての者により，保佐又は代理を受けて (etreassiste ou represente) 
いなければならない(草案財産取得編第964条第l項.旧民法財産取得編第 267条第2項)。
これは，未成年者は.習業契約によって生ずる債務をみずから負うことはできないとすること
で.未成年者を保護する規定である(51。未成年者は判断能力等が未発違であるゆえ.使用者と対
等に契約を締結することは困難であると考えられたのであろう。
さらに.r習業者」には男女両性ともに存在することが想定され，ポワソナード草案の条文上
でも習業契約の定義について.r (師匠・親方が)男女の習業者に自己の職業上の知識及び実践経
験を伝授すること」と明記していることは興味深い点である(草案財産取得編第963条)。ただし.
フランス法と異なり，未成年の女子の習業契約に関する特別規定(61を設けてはいない。これは，
習業者が女子であっても親や後見人による保護で十分だとされたためである(71。
なお，公布された旧民法の条文上には「男女」の文書は明記されていないが(旧民法財産取得
編第 267条第l項).旧民法編纂過程での法律取調委員会の審議(81をみると.r習業者」という
とは.町方に居住する商人及び職人の使用人のことをいい.二種に分けられる。一つは.徒弟奉公である。こ
れは商工業の習熟を目的とし，家事の雑用など労務に使用きれながら職業教育を受けるもので.長期間の奉公
である。もう一つは，下男下女などとよばれ.単純な労務の提供を目的とするもので.継続して長年月に及ぶ
ものがあるとしても，原則として短年期である(牧英正『雇用の歴史J(弘文堂.1977年)136頁以下参照)。
ポワソナードが想定している「習業契約Jは，特に前者を指すと考えられる。
(3) Gve Boissonade. Projet de Code civilρour I'Emtire du ]aton. accompgne d'un commentaire. nouvelle edition. 
tome 3. livre II des moyens d'acquerir les biens. Art601・lαlO.1891. p.l 032. 
以下，引用にあたっては projetと略記する。
(4) Bois鉛 nade.projet.nouv.ed..t.3.1891.pp.l031-1032.
(5) Ibid.p.1033. 
(6) フランスでは，法律により.未婚の作業場長・工場長が未成年の女子を習業者として自宅に住まわせることが
禁止されていた(rI851年2月22日=3月4日法ー習業契約に関する法律」第5条。同法については.次節
でふれる)。
(7) Boisωnade.projet.nouv.ed..t.3.1891.p.l033. 
(8) 法律取関委員会による旧民法草案習業契約部分の審議は二回おこなわれ.第一回目の審議は，明治21年6月
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文言のなかに男女双方が含まれると解され，必ずしも女性の習業者を認めなかったわけではな
い(ヘもっとも，そもそも当時の日本では.未成年労働者や女性労働者に特別の保護を与えると
いう認識にはまだ至っていなかったのではないかと思われる。
2. r曹業契約Jの締結
習業契約を締結する際には.契約当事者相互の義務の性質及びその射程範囲を事前に定めなけ
ればならない(草案財産取得編第 965条第 l項.旧民法財産取得編第269条第 l項)。
また，法文上は規定されていないが.当事者は，習業契約の合意点を可能な限り詳細に書面に
よって定めることが望ましく 契約証書を作成しない場合は 立会人の面前で相手方のためにな
すべき義務を相Eに説明しあうべきだとされる。なぜならば，習業契約には，売買契約や賃貸借
契約といったその他大半の「有名契約 (contratsnommes) Jと異なり.契約の名称によってそ
れと分かるような一般的かっ共通の理解範囲が存在しないからである (10)。つまり.習業契約に
おける当事者相互の義務は無限の多様性がありうるため.将来の当事者聞の紛争を防ぐためには
あらかじめ義務の内容を詳細に定めておく必要があるのである(11l。
締結の際に定めた習業契約の内容に不備があった場合は，契約が履行される土地の慣習にした
がって補完される(草案財産取得編第965条第2項，旧民法財産取得編第269条第2項)。これは.
当事者の不注意によって事前に定めることができなかった契約内容について.慣習の適用を認め
たものである。ここで適用される慣習とは，師匠・親方の職業がおこなわれている土地の慣習で
あり.習業者が住む土地の慣習ではない。習業者は師匠・親方の家の慣習に従うべきだからであ
25日民法草案財産取得繍議事筆記第六十七回に記載がある (r法律取調委員会 民法草案財産編取得編議事量産
記 自第六十六回至第七十ー回J(日本学術振興会， 1938年)25-39丁)。なお.閲覧は国立国会図書館サイ
ト「近代デジタルライブラリーJによった (http://kindai.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1367429)。
また.第二回目の審議は.明治21年1月21日民法財産取得繍再調査案議事筆記第二十二回に記載がある (r法
律取調委員会 民法草案財産取得編再調査衆議事筆記 自第二十二回至第二十五回J(日本学術振興会， 1938 
年)35-39丁)。なお.閲覧は国立国会図書館サイト「近代デジタルライブラリー」によった (http://kindai.
ndl.gojp/info:ndljp/pid/1367438)。
(9) 習業契約についての第一回目の審議のなかで.ポワソナード草案の翻訳である「徒弟契約」は「坊主見タイ」
だから(南部費男委員)r習業契約」と改めたことに関し， r丁稚ガ一番宜シイガ女ノ丁稚ト云フモナイカラ」
(栗塚省吾報告委員)といった意見や， r機織女杯ハ何ト云フヵ」という聞い対して「丁年以上ト云フハ何ウカ
ネJ(村田保委員)という意見が出ると， r了. ト云フハ男ノコトテスJ(南部費男委員)， r併シ丁年以上ト云
フト男女共テスJ(村田保委員)， r丁ト云フハ兵役ノ所カラ云フノテ女ニハ兵役ハナイカラJ(箕作麟祥委員)
といった議論がなされた。しかし，結局， r習業契約ト云テ宜シイテハナイカ.此ノ中へ以テ習業契約トハ斯
ウ云フモノヲト示シテアルカラ宜シイJ(松岡康被委員)として， r習業契約」の文言に落ち着いたという経緯
があった(前掲・『法律取調委員会 民法草案財産編取得編議事筆記 自第六十六回至第七十一回J27-28丁)。
(10) Boissonade，projet，nouv.edょ3，l891，p.1034.
(11)磯部四郎も.自著である旧民法註釈舎のなかで，同様のことを述べている。すなわち， r注意深キ当事者カ普
通法及ヒ本節規定外ニ渉ル事項ニ就キ将来ノ紛転ヲ避ケン寸ヲ期スル限リハ相互ノ義務ノ性質広狭其他何等ノ
関係ナリトモ予メ習業契約中之ヲ詳細ニ定メ置クニ如カザルモノトスJ(磯部四郎『民法釈義j財産取得編(中)
(第6章~第 12章)(長島書房.出版年不明)お9頁)。
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る(12)。
3. r習業契約」当事者の義務
前述のように，習業契約では.師匠・親方は潤業者に自己の職業上の知識や経験を伝授する義
務を有し，習業者は帥旺・親方に労務を提供する義務を有する。それに加えて，ボワソナードは.
旧民法の草案中に当事者双方の義務の具体的内容を定める規定を置いた。
(a)師匠・親方の義務
ボワソナード草案が定める師匠・親方の義務は，習業者に対して①衣食住を提供する義務.②
職業を習得させる義務.③教育を受けさせる義務の三つである。
①衣食住を提供する義務
師匠・親方は，習業者に対して住居・食事・生活費及び習業契約の目的である職業に必要な用
具を提供しなければならない。ただし，これと異なる合意や地方の慣習が存在する場合は，この
限りではない(草案財産取得編第966条第l項，旧民法財産取得編第270条第l項)。
通常.師匠・親方は習業者がおこなう労務に対して給与を支払わないかわりに，彼らに衣食住
を与えて養う義務が生じ.そのなかには病気中の看護や職業に必要な用具の無料貸し出しも含ま
れる(J3)。
②職業を習得させる義務
師匠・親方は.習業者に対して職業を習得するために必要な時間や世話，その他全ての便宜を
提供しなければならない(草案財産取得編第966条第2項 旧民法財産取得編第270条第2項)。
この義務は.習業契約の主たる目的にほかならない。それゆえ.当事者間の合意や地方の慣習
によって免除されることはあり得ない(J4)。職業習得の手段としては.たとえば，習業者が師匠・
親方の仕事を手伝いながらその様子を観察する機会を与えることが想定されるが，その際には.
職業習得に無関係な単純作業のみに従事させてはならない。この点につき，法や契約で一般規則
を定めることは困難であるため.師匠・親方には，他の契約よりも厳格に「契約は誠意によって
履行されなければならないJ(草案財産編第 350条第 2項，旧民法財産編第 330条)という“信
義誠実の原則"を順守することが求められる (5)。
③教育を受けさせる義務
未成年の習業者がまだ読み・書き・計算を習得していない場合は.師匠・親方は.習業者に教
育のために毎日休憩時間のほかに少なくとも l時聞を与えなければならない。この義務は，当事
者間で異なる合意があったとしても免除できない(草案財産取得編第966条第3項，旧民法財産
(12) Boissonade.projet.nouv.ed..t.3.1891，p.1035. 
(13) Ibid 
(J4)磯部四郎は.この師匠・親方の義務は「詞ニ習業契約ノ主眼ニシテEツ要素ナリトス故ニ之ニ反対ナル合意ア
ル筈ナク又反対ナル慣習アル筈ナシ」と述べる(織部四郎・前掲『民法釈義j財産取得編(中).861-862頁)。
(15) Boissonade.projet.nouv.edょ.3.l891，p.1035.
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取得編第270条第3項)。
これは.習業者は主に未成年者であることから規定された義務である。さらに，習業者の健康
及び教育を確保するために.この教育のための l時聞を休想時間と併合することや(16) この義
務が当事者聞の合意によって除外されることを禁じる。この義務は絶対的なものであり，このこ
とから.ボワソナードが未成年者の教育を重視していたことがうかがえる。実際.前稿第l主主で
挙げたボワソナードによる講演「日本に於ける労働問題 (LAQUESTION OUV阻止REAU 
JAPON)Jにおいても.この義務は言及されているのである(17)。
(b)習業者の義務
習業者は.習得を望む職業に関係する全ての時聞及び労務を師匠・親方に提供しなければなら
ない(草案財産取得編第967条.旧民法財産取得編第271条)。
この習業者の義務は，先に述べた師匠・親方の義務のうちの②職業を習得させる義務と対をな
すものであり.習業契約におけるー要素たるものである。
一般的に，習業者は自己が受ける職業教育への対価を金銭で支払わないため.その対価として
師匠・親方に対して労働や奉仕をおこなう義務が生ずる。ただしこれらの労働や奉仕は，習業
者が習得すべき職業と全く無関係のものであってはならない(8)。ただし.その職業における通
常の慣習は当事者間で暗黙のうちに受諾されたものとみなされ.たとえば習業者が雑用や掃除を
おこなうことは習業者の義務に含まれる。これらの行為は職業教育ではないが，習業者が受ける
職業教育の代償として認められ，習業者やその両親が拒否することは原則としてできない。例外
的に，習業者が師匠・親方に金銭で報酬を支払い，雑用をおこなわないよう契約で取り決めた場
合にのみ，拒否することができる (9)。
4. r官業契約Jの期間
(a)契約期聞の制限
未成年者が正式に保佐を受け，又はその代理人によって締結された習業契約は.習業者の未成
年の時期を超えてはならない(草案財産取得編第964条第2項.旧民法財産取得編第268条)。
未成年者の親や代理人は 未成年者に対して未成年の時期を超えて習業契約に従事させること
はできない。これは，親や代理人による契約締結権を制限することにより.未成年習業者の保護
をはかることを目的に規定されたもので，フランス法には存在しない規定である。その規定意図、、、、、、、、
は，成年に達し自己の職業を選択できるようになった者が.未成年のときに自己の名において締
116) rプロジェ新版jにおいて.ボワソナードは，師匠・親方の義務を定める本条に「休憩時間は"食事の時間と
併合しうる」という規定を第4項として新たに加え教育の時聞を確保するとともに食零時間と休憩時間をま
とめて取らせることを認めた (Boissonade.projet.nouv.ed..t.3.1891心1036.)。
(17) (LA QUESTION OUVRI立REAU }APON.Conference faite a TOKYO.Ie 15 Octobre 1892.au si句ede la 
Societe de Lan即efrancaise.par M.G.BOISSONADE). la Revue Francaise du faton.N"lO.l892.p.6. 
(18) Boissonade.projet.nouv.edょ3.l891，p.1036.
(19) Ibid..p.1037 
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結された契約によって拘束され，契約不履行の際には損害賠償を課されるという事態を回避する
ことにある。さらに，師匠・親方側にとっても 不適切な習業者を抱えることを避けられるとい
う利点があるとされる叩)。
もっとも.成年に達した習業者が.自己の意思により習業契約を更新・延長することは当然妨
げられない(草案財産取得編第964条第2項但書.旧民法財産取得編第268条但書)。
(b)契約期間の延長
習業者が，自己又は“親権者(又は親族)(son chef) (211"の病気やその他重大な原因により，一ヶ
月以上連続して労務を提供できないことがあった場合は 習業者は期間満了後に同条件で休業期
間に応じて契約を延長しなければならない(草案財産取得編第968条.旧民法財産取得編第272
条)。
先にも述べたとおり，習業者には師匠・親方に労働時聞を提供する義務がある。したがって.
実際に労働時聞を提供せず習業契約から解放されてはならない。そのため.病気やその他重大な
原因によって習業に中断が生じた場合は.その期間に応じて習業を延長する必要がある。習業者
が成年に達した場合でも同様であり.契約期間の制限の例外となる(2)。ただし，法が考揮する
のは一ヶ月以上つづく不履行の場合のみである。
なお，習業契約が延長されるのは，習業者又はその親権者(又は親族)の身に病気やその他重
大な原因が起こった場合のみである。ぞれゆえ.師匠・親方の病気は，たとえそれが職業を一時
停止させるものであったとしても.習業契約を延長させる原因とはならない慨。
5. r習業契約jの終了
ポワソナード草案が定める習業契約の終了の原因は. (a)法律上の終了原因， (b)裁判上の
解除原悶， (c)当事者聞による解約の三つに大きく分けられる。
(20) Ibid.，pp.1033-1034. 
(21“chef'という語は.通常「長・頭」という意味で用いられ.“chefde famille"で「父権」や「夫権」のー内容
である「家長」の意もあるが.ここでは.ポワソナードが「彼の両親の病気といったような (commela mala-
die d'un de ses parents) Jという例示を註釈で述べていることから.r家長」よりも広〈理解されるものだと
恩われる (Boissonade.projet.nouv.ed..t.3.1891.p.1038九本稿では，便宜上.r未成年者である習業者に対して
権限をもっ者」という意味で“親権者"という訳語をあてておく。
なお，公布された旧民法条文では.r親属」となっている。この点につき，法律取調委員会による第二回目の
審識では.r疾病不可抗ノ原由ト云フ自分パカリテナイ自分ノ家テト云フノテ自身又ハ其親類ニ疾病又ハ不可
抗ノテアリマスJ(栗塚省吾報告委員)とされ，また.r姉カ病気テモ宣シイテハナイカJ(尾崎三良委員)と
いう発言もあり.両親や兄弟といった“近親者"に近い理解がされている(前掲・『法律取鯛委員会 民法草案
財産取得編再調査案議事筆記 自第二十二回至第二十五回J34-35丁)。
(2)この点につき.ボワソナードは特に明文をもって説明していないが，旧民法条文は「習業者ハ其成年ニ違シタ
ル後ト難モJ(財産取得編第272条)と明示している。また.磯部四郎も「此補足ハ習業者カ成年ニ逮シタル
場合ト雄トモ同様タルヘシ(第二百六十八条ノ規定アリシカ故ニ此注意ヲ要シタルナリ )Jと註釈を付けてい
る(磯部四郎・前掲『民法釈義J財産取得編(中).筋4頁)。
(お)Boissonade.projet.nouv.edふ3.l891，p.1038.
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(a)法律上の終了原因
習業契約は.以下に定める終了原因が発生した場合.法律上当然に終了する。ボワソナード草
案が定める習業契約の終了原因とは.①師匠・親方又は習業者の死亡，②師匠・親方又は習業者
の入隊，③師匠・親方もしくは習業者の重罪又は三ヶ月以上の禁固刑，④合意又は法律によって
定められた契約期間の満了である(草案財産取得編第969条，旧民法財産取得編第273条)。なお，
以上の終了原因のうち，一方当事者から他方当事者へ賠償金の支払いが生じるのは③の場合のみ
である。
①師匠・親方又は習業者の死亡(制)
習業契約は.師匠・親方又は習業者のいずれの死亡によっても終了する。
師匠・親方の死亡に関しては.その死亡によって商業・工業の機能が終了し習業者が職業教育
を受けることが不可能になった場合だけでなく，相続人や従業員によって商業・工業が継続する
場合であっても，習業契約は終了する。この点，雇傭契約とは異なる。雇傭契約においては， i使
用者の一身に関する」雇傭に限り使用者の死亡によって終了するとされ，使用者が死亡しでも商
業・工業が継続するならば契約は終了しない。この違いは.習業契約では契約当事者の人格が重
視され，一身専属的な契約であることから生ずる。
②師匠・親方又は習業者の入隊(お)
契約当事者の一方が陸海空軍に入隊した場合.習業契約は終了する。兵役は公的かっ法的な義
務であり，その履行は全ての私的かつ任意の義務に勝るからである。
ここでは，雇傭契約の場合とは異なり.強制による入隊と任意による入隊とを区別せず.どち
らの場合においても習業契約の終了原因となる。これは 契約当事者が習業契約の義務を免れる
だけのために兵役を志願するおそれはないと考えられたためである。
③師匠・親方もしくは習業者の重罪又は三ヶ月以上の禁固刑(26)
契約当事者の一方が，重罪又は三ヶ月以上の禁固に処される軽罪により有罪判決を受けた場
合，これは当事者相互の義務履行に対する明らかな障害となるため，習業契約は終了する。さら
に.有罪判決を受けた者には有責事由が存在するため，他方当事者に対して損害賠償の義務を負
う。これは法律上の習業契約終了原因のうち，損害賠償を発生させる唯一の場合である。
④合意又は法律によって定められた契約期間の満了伽
事前に定められた契約期聞が満了すれば.習業契約は終了する。法定の契約期間とは，未成年
の習業者が成年に達したときに習業契約が終了するという，契約期間の制限規定のことを指す
(草案財産取得編第964条第2項，旧民法財産取得編第268条)。
(24) Ibid.p.1038-1039. 
(25) Ibid.p.1039. 
(26) Ibid. 
(27) Ibid・，p.104O.
-2日ー
(b)裁判上の解除原因
習業契約の解除は，以下に定める事由を原因として契約解除の利益を得る当事者が請求し，裁
判所が認めた場合に発生する。解除による習業契約の終了は.自然かっ当然に起こるのではなく.
当事者の請求と裁判所の決定を必要とする点で，法律上の終了原因とは異なる。
ボワソナードが規定した解除原因は，①義務不履行，②師匠・親方による習業者への虐待，③
習業者の習慣的な不品行，④師匠・親方又は習業者の軽罪，⑤師匠・親方の転居である(草案財
産取得編第970条第l項 旧民法財産取得編第274条第l項)。
①義務不履行{お)
他の双務契約と同様.契約当事者の一方が義務を履行しない場合，他方当事者は契約解除を裁
判上で請求できるゆ)。また.その不履行が病気や事故のような重大又はやむを得ない事由にも
とづくものであったとしても，同様に裁判上の解除が可能である。なぜならば，習業契約は相互
の「労務の交換」に属し，物の賃貸借や労務の賃貸借(雇傭契約)と閉じく，義務を負う者は常
に約束した物や労務の提供に対して責任を持つからである。ただし，義務の不履行が重大又はや
むを得ない事由によるものである場合は，損害賠償責任までは発生せず単に履行されなかった労
務の対価の受領が不可能になるにとどまる。
②師匠・親方による習業者への虐待(鈎)
習業者が師匠・親方から虐待を受けた場合は 裁判所に契約の解除を請求できる。ここでいう
「虐待」は非常に広く解釈されなければならない。暴力行為や食事を十分に与えないことはもち
ろん.過剰労働も「虐待」に含まれる。さらに，習業者が未成年の女子である場合は，蓋恥心に
対する侮辱的態度や暴言までもがこの「虐待」に含まれると解される。
③習業者の習慣的な不品行(31l
習業者が習慣的に不品行を繰り返す場合は.師匠・親方は裁判所に契約の解除を請求できる。
ただし，習業者の不品行は「習慣的な」ものでなくてはならず，多少の不行状では解除原因とし
ては不十分である。例外として.商品や有価物の横領は一回でも契約解除の原因となりうる。
④師匠・親方又は習業者の軽罪(32)
前述したように，重罪や三ヶ月以上の禁固に処せられる軽罪は.法の観点からみてその有責性
は非常に高いため，習業契約は当然に終了する(草案財産取得編第969条第三.旧民法財産取得
(28) Ibid. 
(29)ボワソナードは特にその例を挙げないが.磯部四郎は， r習業者カ己ムナクー↑月巳上休業シタルトキハ其時
間ヲ満期後補足スヘキコト曇ニ見タル所ノ如クナルガ(第二百七十二条)師匠又ハ親方ニ於テ仮令後日ノ補足
ヲ得ヘシトスルモ現ニ長ク習業者ノ休業スルカ為メ不都合ヲ感スルトキハ亦解除ヲ簡求スルヲ得ルモノトス」
と述べている(磯部四郎・前掲『民法釈義』財産取得編(中)，泌8-869頁)。
(お)Boissonade，projet，nouv.ed..t.3，l891，p.l倒O.
(31l Ibid.p.l似1.
(32) Ibid. 
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編第273条第三)。しかし より軽微な軽罪であっても.罪を犯した当事者への契約解除請求を
正当化するのに十分な原因となりうる。裁判所は，軽罪の性質や当事者聞の今後の関係に及ぼす
影響等を判断して解除を認めるか否かを決定する。
⑤師匠・親方の転居(お)
師匠・親方が習業契約を履行していた土地から転居した場合，習業者は裁判所に契約の解除を
請求できる。これは，親方の転居により習業者が保護者の居住する場所から離れることを強いら
れる可能性がある場合には，習業者は保護者の同意なくその損害を負う必要はないからである。
以上①~⑤の事由により契約が解除された場合，自己の過失によって解除を引き起こした者は
他方当事者に対する損害賠償の責任を負うことになる。この規定は 習業契約の法律上の終了原
因のうち.当事者の重罪又は三ヶ月以上の禁固に処せられる軽罪の場合にも適用される(草案財
産取得編第970条第2項，旧民法財産取得編第274条第2項)。さらに，この損害賠償責任を言
い渡す理由は，習業者よりも師匠・親方に対して多く存在すると想定された。その理由につき.
ボワソナードは， iなぜならば.習業者の方が師匠・親方よりも契約の解除で苦しむだろうから
である。というのは，師匠・親方は，不品行や病気の習業者を容易に取り替えることができるが，
習業者は，新しい師匠・親方を見つけるのにより多くの苦労を要するのである」と述べる制。
雇傭契約において，契約期間に関する定めがないとき，解約の申入れが相手方の不利の時期や
悪意によってなされた場合の損害賠償義務は，使用者よりも労働者の有利にはたらくと想定され
ていた。それと同様に.習業契約の解除でも.ボワソナードは師匠・親方よりも弱くなりがちな
習業者の立場を考慮していたのである。
(c)当事者聞による解約畑
ポワソナード草案には.相手方に賠償金を支払うことを条件に当事者の自闘意思のみによって
なされる習業契約の解約の規定が置かれていない。しかし.師匠・親方による習業者の解雇や営
業の停止.習業者の親権者による師匠・親方の変更や習業の終了の自由は，当然に認められる。
これら当事者聞の解約の自由な行使は 常に法律上正当化されるとは限らないが妨げられるべき
ではない。ただ.法律上正当化されない事由による契約の解除に対しては，損害賠償の責任が発
生するのみである。さらに.この損害賠償に関する特別規定を設ける必要はないとされた。なぜ
なら.当事者間で協議による解約に至らなかった場合は，一方の当事者による義務不履行に対し
裁判上で解除がなされるはずだからである。
ポワソナードは，以上のように「習業契約」規定を定めた。これは，前稿第2章で述べた一般
の「雇傭契約」に対する特別契約である。「習業契約」にあたる規定は，フランス民法には存在
しない。さらに.後にふれるように，明治民法にも規定されなかった。そのため，ボワソナード
(33) Ibid. 
(34) Ibid. 
(35) Ibid・，pp.l041・1042.
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が旧民法草案に「習業契約」を規定した意図が注目される。
第2節 「習業契約J規定の特徴
1.ボワソナードの立法意図
それでは，旧民法のなかに，一般の「雇傭契約」と分けて「習業契約」として独立した節を設
けようとしたポワソナードの立法意図とは何だったのであろうか。
(a) r習業契約」の性質の特殊性
まず，前述したように.習業契約の性質は一般の雇傭契約とは異なるものである。すなわち.
習業契約は.契約当事者である師匠・親方と習業者の聞で相Eにおこなわれる「労務の交換」で
ある。それゆえ，師匠・親方から習業者への給与.ないし習業者から師匠・親方への職業教育の
対価というかたちでの金銭の授受は基本的に発生しないことが前提である。それに対して，雇傭
契約とは「労務の賃貸借」であり.労働者がおこなった労務に対して使用者は「賃料Jとして給
与を支払う。したがって.習業契約と雇傭契約は，労務を他者のために提供するという点で共通
するものの.それぞれ別個の性質を持つものといえる。
(b)未成年労働者の保護一フランスの習業契約法の参照一
さらに，ポワソナードは，習業契約規定を民法典のなかに加えることに，特有の意義を持たせ
ている。それは，師匠・親方による権利濫用 (abus)を防止ないし抑制する目的である(お)。師匠・
親方による権利濫用とは，たとえば，未成年者の家族に対し約定で不利な条件を強要することや，
習業者に長期間苦痛を与える契約の腰行などが挙げられる問。
このような師匠・親方による習業者への権利濫用は，他国ではすでに問題視されており，フラ
ンスではこの問題に関して r1851年2月22日ー 3月4日法」閣が「習業契約に関する法律」と
して定められた。ボワソナードは，このフランスの「習業契約に関する法律J(以下， rフランス
習業契約法」とする)をもとに，旧民法草案中に習業契約の規定を置いたのである制。
フランス習業契約法では，その第 l条で「習業契約とは，製造業者，工場長.又は職人が，他
者に自己の職業上の実践経験 (pratique)を教える義務を負い.他方は.それと引き換えにその
(お)Ibid.p.1030. 
(37) Ibid. 
(38) 22 FEVRIER=4 MARS 1851.-Loi relative aux contrats d'apprentissage. 
(39)ポワソナー ドが.r習業契約Jを規定するにあたり.その他に参照したフランス法は， rl841年3月2日法 (Loi
du 22 MARS 1841.) J及びrI874年5月19日-6月 3日法 (Loidu19 MAI=3 JUIN 1874.) Jといった工場や
作業場における児童の雇用に関する特別法である (Boissonade，proiet，nouv.ed.，t.3，1891，p.1031)。
前者の1841年法は.フランスではじめて就業最低年齢を定めたもので， 8歳未満の児童の就業を禁止し， 12 
歳以下の児童の労働時間を8時間.12歳から 16歳の労働時間を 12時間に制限したものである。 f走者の 1874
年法は.就業最低年齢を 12歳に引き上げ， 16歳以下の労働者については.労働時聞を 12時間に制限.夜業
を禁止し.また.労働監督の制度を設けたものである(恒藤武二『フランス労働法史J(日本評論新社， 1955年)
57， 85頁， Norbert Olzak， Histoire du droit du travail，ECONOMICA.2011.pp.51・臼.など参照)。
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者のために働く義務を負うことによる契約である。これらは全て合意された条件及び期間におい
ておこなわれるJ(40) と規定され.その定義をみるとボワソナードによる旧民法草案の習業契約
とほぼ同義であることがわかる。以下 フランス習業契約法は.第 l章で. i第 l節契約の性質
及び形式J.i第2節契約の条件J.i第3節師匠及び習業者の義務J.i第4節契約の解除」とつ
づき，その内容には旧民法の習業契約規定と共通するものが多く存在する。なお，第2章は裁判
管轄に関する規定であり 日本とは制度が異なるため旧民法には参照されていない。
ここで「フランス習業契約法」について詳述することはしないが，さしあたり旧民法のボワソ
ナード草案における習業契約の規定内容と大きく異なる点を示すと主に次の三点が挙げられる。
①習業契約の形式に関する詳細な規定
習業契約は公証書又は私署証書によって成立することが基本とされ(第2条(41).その習業証
書に記載すべき事項が定められている(第3条(42))。
それに対し，旧民法ボワソナード草案では，習業契約を締結する際には契約当事者が事前に相
互の義務の性質及びその射程範囲を定めることとされるのみで，特にその形式について定めはな
い。ただ.ボワソナードは註釈書で，可能な限り書面によって定めることが望ましく，そうでな
ければ立会人の面前で契約内容を証言すべきであると述べたが.それはこのフランス習業契約法
の規定を念頭に置いていたからであると考えられる。
(40) 11851年2月22日-3月4日法ー習業契約に関する法律」の条文については.
J .B.Duvergier. CollectiOlI complete des lois. decrets. ordonllallces. reglemellts， etavis du Conseil 
d'Etat.t.51.Paris.1851. (reimpression.Allemagne.1995) .pp.79・8.から引用した。また.邦訳は筆者によるもの
である。フランス習業契約法条文に関して.以下同様である。
141 )フランス習業契約法第2条「①習業契約は，公証書 (actepublic)又は私署証書 (actesous seing prive)によっ
て発生する。
②習業契約は.口頭によっても発生する。ただし.証言による証拠 (preuvetestimoniale)は.一般の契約又
は約定による義務に関する民法典の章 (titredu Code civil des Contrats ou des obligations conventionnelles 
en genera1lに従つてのみ受理される。
③公証人.労働審判所の書記官 (secretaires)及び治安裁判所の裁判所書記 (greffiers)は習業の証書を受理
することができる。
④この証書には登録 (enregistrement)のために 1フランの定額登録料が課せられる。証書に金銭 (sommes)
又は有価証券 (valeursmobilieres)の債務.又はその弁済証書 (quittances)の債務が含まれる場合であって
も同様である。
⑤公署官 (officierspublics)に支払われる謝礼は2フランに定められる。」
(42)フランス習業契約法第3条「①習業の証書は.以下のことを含む。
ー 師匠 (mai住e)の姓，名，年齢，職業及ぴ住所
二 習業者の姓.名.年齢及ぴ住所
三 習業者の両親 (pereet mere).後見人 (tuteur)又は両親及び両親がいない場合に治安裁判所判事によっ
て授権された者の姓.名.職業並びに住所
四契約の日付及び期間
五 住居，食事.褒章.及び当事者間で決定されたその他全ての条件
②習業の証書は，師匠及び習業者の代理人 (representants)によって署名されなければならない。」
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②師匠が習業者をとるための厳格な条件
まず.21歳以上でなければ未成年の習業者をとることができない(第4条(43))。そして，独身
の男性又は寡夫は.未成年の女子を習業者として自宅に住まわせることができない(第5条制)。
さらに.特定の罪により有罪判決を受けた者も習業者をとることが禁じられる(第6条(絹)。た
だし，第7条による除外規定がある柵)。
一方.旧民法ボワソナード草案にはこれらの規定は存在しない。かわりに.未成年者が習業契
約をおこなうには保佐又は代理を受けていなければならず.その契約期間は習業者の未成年の時
期を原則超えてはならないという制限が設けられた。この制限は，フランス習業契約法には存在
せず，ボワソナードが独自に生み出したものといえよう。
③未成年習業者の労働時間及び休日に関する具体的規定
フランス習業契約法第9条は.未成年の習業者の労働時間や休日に関して次のように定め
る(47)。一日の実質労働時聞は.14歳未満の習業者は 10時間.14歳から 17歳までの習業者は 12
時間までに制限され. 17歳来満の習業者に対し夜間労働(午後9時から午前5時の間におこな
われる労働)をさせることは禁止される。また，日曜日及び、法定・慣習上の祝日は.曽業者が師
匠の面前で労働させられることは禁じられ，たとえ日曜・祝日に作業場の整理を義務付けられて
いる場合であってもその作業は午前 10時までと制限することにより.習業者の休日を保障する。
フランスでは.1841年以来.就業最低年齢が定められるとともに未成年労働者の労働時間規
制がおこなわれてきた。未成年労働者の保護のためには，労働時間の制限や休日の保障は重要で
(43) フランス習業契約法第 4~ r年齢が21歳以上でなければ未成年の習業者をとることができない。J
(44)フランス習業契約法第5粂「独身又は寡夫の状態にある師匠は.未成年の女子を習業者として住まわせること
ができない。」
(45) フランス習業契約法第6粂「以下の者は習業者をとるミとができない。
重罪により有罪判決を受けた者。
社会道徳 (maur)に対する危害 (attentat)により有罪判決を受けた者。
刑法第388条.第401条.第403条.第406条.第407条.第408条，第423条に規定された軽第により三ヶ
月以上の禁固刑の判決を受けた者。」
(46)フランス習業契約法第7条「①第6条から生ずる無能力は.当該受刑者が刑の満了後三年間同ーの市町村に居
住する場合.市町村長の助言 (avis)にもとづき知事によって除外されることができるの
②パリでは.警察長官によって除外される。」
(47)フランス習業契約法第9条「①14歳未満の習業者の実質労働時聞は.一日につき 10時聞を超えてはならない。
② 14歳乃至 17歳の習業者に関しては.12時間を超えてはならない。
③17歳未満の瞥難者に対してはいかなる夜間労働も課すことができない。
④午後9時から午前5時の間に行われる全ての労働は夜間労働としてみなされる。
⑤日曜日及び広〈鼠められている又は法定の祝日は.いかなる場合においても.習業者は師匠の面前で職業労
働に拘束されない。
⑥契約の結果又は慣習に従って習業者が上記に示された日に作業場を整理する (ranger)ことを義務付けられ
ている場合においては，その労働は午前 10時を超えて続いてはならない。
⑦本条の初めの三段落において含まれる規定は.市町村長の助言 (avis)にもとづき知事によって言い渡され
る命令(アレテ arrete)によってしか適用除外をできない。」
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ある。しかし，旧民法の草案では，フランス習業契約法と異なり未成年者の一日の労働時間や休
日を直接的に定める規定を特に設けていなし、。この点に関し.ボワソナードは「習業者の権利及
び利益を保護するいくつかの規定を定めるだけで十分である。したがって，ここ[旧民法一筆者
訳駐]では子供の一日の労働時間や休日に関しては何も見当たらないだろう」と述べる{4810 そ
の理由としては，第一に.日本はまだヨーロッパほどには産業が発達しておらず競争や利益追求
も激しくないので.師匠・親方による習業者への権利濫用もそれほど多くはないこと，第二に，
そもそも民法典は「不変性(lafixte) Jをその性質のーっとすべきであり.民法典中に時や場所.
産業状況により頻繁に変更される本質的に一定しない事項を追加するべきではないことを挙げ
る(49)。
そのため.旧民法ポワソナード草案の習業契約規定よりもフランス習業契約法の方が詳細であ
り，未成年習業者の保護も充実している。その意味では.旧民法の「習業契約」における習業者
の保護は不十分ともいえる。しかし.それは.ボワソナードが日本の産業状況や民法典の性質を
考慮したためであり.労働時間や休日等の具体的な習業条件を定めるまでにはいたらないもの
の.師匠・親方による権利濫用を抑制・防止し習業者の権利及び利益を保護するための最低限の
規定を旧民法に盛り込もうとしたことは.注目すべき点であろう。
2.未成年労働者の保護規定
では.ポワソナードが意図した習業者の権利・利益の保護は 旧民法草案の条文のなかで実際
にどのように具体化されていたのだろうか。前節で明らかにしたポワソナード草案の「習業契約」
の規定内容から検討すると.習業者の保護にはたらく規定は以下の三点に特徴的である。
(a)成年者の保佐・代理
ボワソナードは.r習業者Jの対象として主に未成年者を想定し，未成年者が習業契約をおこ
なうためには，父，後見人 (tuteur).その他未成年者に対して権限 (autorite)を有する全ての
者により.保佐又は代理を受けている必要があると定めた刷。そして 習業契約の期間に関し
ては，未成年者が保佐又は代理を受けて締結された習業契約は原則として習業者の未成年の時期
を超えてはならないとした。これは，判断能力等が未発達な未成年者を保護する目的で.未成年
者が単独で習業契約を締結しその債務を負担することを禁じる一方.それにより締結された習業
契約を習業者が未成年の時期に限定し，父や代理人による契約締結権に制限をかけることによ
(綿)Code civil de l'emρire du Japon，accomβagne d'un expose des motift. traduction officielle.tome3.1891.p.474. 
なお.rプロジェ新版』では骨「習業者の利益及ぴ権利」だけでなく.r師匠・親方の権利及ぴ利援をも保護す
るいくつかの規定」となっている (Boissonade.projet.nouv.edょ3.1891.p.l03l.)。
(岬4特紛9釦)Bo叩iおsω0∞n悶adωe.prl刈0吋Ije飢t.nou山v.e剖dι. ふ.
(制即)この点に関し.ポワソナードは.日本における「後見 (tutele)Jの編成が不十分であるために不備が発生し
ないように.条文に「未成年者に対して権限を有する全ての者」という文言を加えたという。そして.ここで
いう「保佐や代理」は.旧民法の「人事編(親族編)Jに規定される後見に限定されないとする(Ibid.p.l03. 
(1).)。
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り. i未成年者に対し権限を持つ者」による保護とその濫用の防止の双方のバランスをはかった
ものといえる。
(b)師匠・親方の義務
ボワソナードは.習業者の義務に比べて師匠・親方の義務をより細かく具体的に定めている。
草案の条文上でも，習業者の義務は，師匠・親方に対する時間及び労務提供義務のみだが.師
匠・親方の義務は.習業者に対して①衣食住を提供する義務.②職業を習得させる義務，③教育
を受けさせる義務が定められている。さらに.ボワソナードは.①の義務には職業用具の無料貸
し出しゃ病気中の看護も含まれること.②の義務では職業習得に無関係な単純作業のみに従事さ
せてはならないこと.③の義務は絶対的な義務であり当事者聞の合意によっても除外できないこ
とといった細かい註釈を付けた。また，習業者の労務提供義務に関しでも.習業者が習得を望む
職業と全く無関係の労務であってはならないといい 師匠・親方による権利の濫用を防止しよう
とした。
(c)裁判上の解除原因
裁判所に請求できる解除原因においても.習業者の保護をはかる規定が多い。
その最たるものが「師匠・親方による習業者への虐待」であり. i虐待」は非常に広く解釈さ
れる。特に習業者が未成年の女子である場合は，侮辱的態度や暴言までも「虐待」に含まれると
ポワソナードが註釈で明記している点は注目に値する。それに対して.i習業者の習慣的な不品
行」に関しては.i習慣的」であることが要求され，横領のような重大なものを除き多少の不行
状では解除原因として不十分とされる。また.i師匠・親方の転居」を裁判上の解除原因と定め
たことも.習業者の不測の損害を防止するためであった。
さらに.契約が解除された際の有責当事者の他方当事者に対する損害賠償義務についても，師
匠・親方側に義務が発生することが多いと想定されていた。これは，ボワソナードが.習業者の
需要よりも供給の方が多く解除により苦しむのは習業者側であると考えていたためであった。
以上のような，習業者の権利及び利益の保護をはかる規定を設けた根拠は，習業者が主に身体
的・精神的に未発達な未成年者であるために 師匠・親方よりも立場が弱くなることをポワソ
ナードが念頭に置いていたからにほかならない。このことから.未成年労働者の保護規定として
の「習業契約」の一面が浮かぴ上がってくる。
第3節明治民法における削除
ポワソナードは.習業契約をその性質の違いから，また“未成年労働者"たる習業者の保護と
いう観点から.雇傭契約と分けて独立した節を設け.その規定は公布された旧民法でもほぼその
まま維持されていた。ところが，いわゆる「民法典論争」が起こり，明治25(1892)年に旧民
法の施行延期が決定され.その後，旧民法を「修正」するかたちで成立した「明治民法」では習
業契約の節は削除された。
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その理由について.起草者である穂積陳重は法典調査会で次のように述べている。
「諸国ニ於テモ此習業契約ノ知キモノハ特ニ工業上ニ関スルトカ商業上ニ閲スルトカ細カ
イ規定ヲ要シマスカラ何レノ国テモ特別法ニ之ヲ規定シテ民法ニ於テ一般ノ通則ノ中ニ之ヲ
掲ゲテ居ル所ハアリマセヌ(中略)習業契約ノ如キモノヲ別ニ置クト云フト何ウモ規則ガ余
程細カクナイト用ヲ為シマセヌ幼年者ノ保護ノ事モナケレハ往ケマセヌシ又習業ニ因テ技術
上或ハ商業上工業上ノ熟練ヲ得マスル便利種々ノ所カラ細カナ規定ヲ要シマス既成法典ニ載
セテアル如キモノテハ格別用ヲ為シマセヌ嘗へハ第二節ノ規定ヲ見テモーツモ別ニ置テ置ク
コトヲ要スル程ノモノテハナイヤウテアリマス…J(51) (第98団法典調査会)。
要するに.習業契約の節を設けるとなると幼年者の保護や商工業の習得の観点から細かい規定
が必要になり.民法典における通則のなかに全てを規定することは不可能である。現に，成立し
た旧民法の習業契約規定の程度では用をなさないというのである。
そのうえで，穂積は，旧民法の習業契約の規定を逐条検討して，習業契約をあえて独立した節
を設けて規定する必要がないことを以下のように説明する制。
①習業契約の意義(草案財産取得編第963条.旧民法財産取得編第267条第1項)は.雇傭契
約のなかに包含することができる。すなわち.I労務ニ従事スルー方ハ其労ニ対シテ報酬ヲ与ヘ
ル其報酬ハ強チ金銭デナクテモ其習業者ニ対スル世話ト云フヤウナコトデモ報酬ニ為」るからで
ある。
②未成年者が単独で習業契約を締結することの禁止(草案財産取得編第964条第l項.旧民法
財産取得編第267条第2項)は，法定代理人に関する規定で足りる。したがって，未成年者の保
佐・代理を前提とした習業契約の期間の制限(草案財産取得編第964条第2項，旧民法財産取得
編第268条(53))も不要となる。
③習業契約の締結様式に関する規定(草案財産取得編第965条.旧民法財産取得編第269条)
は.当然のことであり条文でいう必要はない。
④師匠・親方の義務(草案財産取得編第966条.旧民法財産取得編第270条)のうち.第l項
及び第2項は.契約の性質から生ずることであり特に規定を要しない。第3項の教育を受けさせ
る義務は，雇傭契約にはなじまないものなので.特別契約をもって定める。
(51) r法典調査会 民法議事速記録第三十四巻J(日本学術振興会 1935年)11-12丁。なお.閲覧は国立国会図
書館サイト「近代デジタルライプラリー」によった (http://kindai.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1367561)。
(52)向上書. 12-13了。
(日)前掲『法典調査会 民法議事速記録jでは.r次ノ第二百六十九条」となっているが.おそらく「二百六十八条J
ではないかと恩われる。
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⑤習業者の義務(草案財産取得編第967条，旧民法財産取得編第271条)は，契約の性質上当
然であり規定する必要はない。
⑥習業契約期間の延長(草案財産取得編第968条，旧民法財産取得編第272条)は，民法の範
鴫から外れるので，民法中には規定しない。
⑦習業契約の法律上の終了原因(草案財産取得編第969条，旧民法財産取得編第273条)は，
雇傭契約の規定に包含される。
③習業契約の裁判上の解除原因(草案財産取得編第970条，旧民法財産取得編第274条)のう
ち.r義務不履行Jはすでに本案で規定がある。その他の原因は 本案における「日ムヲ得ヌト
キハ契約ヲ解除スルコトガ出来ル」の規定のなかに含まれる。
以上をもって.穂積は，師匠・親方が習業者に教育を受けさせる義務と，習業者側の重大な原
因により一ヶ月以上連続して中断した場合の契約期間の延長の二つを除き，他の習業契約規定は
雇傭契約やその他の民法典中の規定に吸収できると考え その結果「習業契約」の節は削除され
た。おそらく，民法典の他の規定に吸収できない習業契約に特有の規定については，諸外国と同
様に別途特別法で定めればよいと考えていたと思われる。
そもそも.このような習業契約規定の不要論は，旧民法制定時にも日本人委員から出ていた。
旧民法編纂過程での法律取調委員会による第二回目の審議で，報告委員である今村和郎が「見習
契約ニ関スル説」と題し.欧米諸国における未成年者の労働を規制する法律の制定状況を説明し
たうえで伽'以下のように述べて他の委員たちに「注意」喚起をした。
(54)今村和郎による欧米諸国の未成年労働の規制法の紹介は，以下の通りである。
「 見習契約ニ関スル説
按スルニ欧米ノ列国ニハ未成年者ノ使役ニ付キ取締ノ法律ヲ設ケタリ(中略)
何レノ園ニ於テモ此法律ノ規定セル事項ハ左ノ数件ナリ
第一 児童ノ仕事場ニ入ルヲ許スヘキ年齢ヲ定ムル事
第二 一日中仕事スヘキ時間ヲ限定スル事
第三 夜間及日曜日ノ仕事ヲ禁スル事
第四 児童ニ入学ヲ命シ及親方ニ其見習生ヲシテ修学セシムルノ義務ヲ命スル事
第五此法律ノ施行ヲ監督スルノ方法ヲ定ムル事
第六 衛生ノ事(飲食ヲ清潔ニシ及危険ノ仕事ニ関スル類)
第七罰則
此法律ハ未成年者ヲ保護スルヲ以テ其目的ト為ス蓋シ欧米ノ列国ニ於テハ製造工作ノ業繁盛ニシテ製作ノ業ヲ
営ム者ハ激使スルノ益アリ児童ノ親族ハ多ク貧民ニシテ其残酷ニ抵抗スル事ヲ得ス又児童ハ自ラ論争スルノ織
力ナシ以テ惨状言フ可カラサルノ弊害アリ是ニ於テ立法者ハ此残酷ヲ見ルニ忍ヒス法律ヲ定メテ児童ノ不幸ヲ
救護セント欲シタルナリ然リ而シテ此法ノ目的トスル救事項中監督ノ一事ハ執レノ園ニ於テモ其方法ノ宜キヲ
得ント欲シテ百方之ヲ講究ス何トナレハ此一事ニ不備アレハ此法ヲ挙テ徒法ト為セハナイ成ハ俸給ヲ与ヘテ監
督官ヲ置カント欲スト錐トモ大ニ財政ニ関係アリ或ハ議会若クハ親方ノ中ニ於テ人ヲ選定シ無給ニテ監管ヲ為
サシメント欲スト雌トモ彼等相互ニ憾秘シテ仕事場内ノ事ヲ告発セス故ニ監督ノ方法ハ各国ノ立法官ヲシテ苦
慮セシムル所ノモノナリ唯法律ニ刑罰ヲ加ヘテ始メテ梢ヤ其効ヲ見ル事ヲ得タルノミJ(前掲・『法律取調委員
一部5ー
「今慕氏ノ民法案中見習ニ関スルー節(第九百六十三条以下)ヲ観ルニ其規定スル所一二
ノ事項ニ止ル而シテ最モ必要トスル監督方法及罰則ハ之ヲ設ケス(民法中ニハ此二事項ヲ設
ケ難キカ為メナリ)是故ニ其徒法タルヲ知ル且巣シテ我国ニ於テ此法律ヲ今日ニ必要トスル
ヤ甚タ疑フ可シ要スルニ此取締ハ実ニ我国ニ必要ナルヲ待チ特別法ヲ発シテ完全ナル規則ヲ
設クルノ勝レルニ如カス(欧州ニモ之ヲ特別法ト為ス然ラサレハ此法ヲシテ完全ナラシムル
事ヲ得ス)且此不備ノ規定ヲ以テ却テ実際ニ妨碍ヲ為サン事ヲ虞憧ス識者或ハ日ハン現今必
要ナラサルモ予メ此種ノ法ヲ設ケ将来ノ弊ニ具フ可シト和郎ハ之ニ答テ目ハン是レ恰モ兵備
ヲ為サント欲スル者カ予メ鉄砲弾薬製作スルノミナラス尚ホ予メ弾薬ヲ発放セルカコトシ損
アリテ益ナキナリト然、リト難モ和郎ハ敢テ此案ノ削除ヲ建議セス唯委員ノ此ニ注意アラン事
ヲ翼望スル者ナリJ(55)。
要するに.ポワソナードによる習業契約規定には.未成年者による労働を制限するために最も
必要である監督方法や罰則に関する規定がなく.I徒法」である。かつ.そもそも日本にはまだ
そのような取締法は必要がないのであって，必要になるのを待って特別法によって「完全ナル規
則」を設けた方がよい。旧民法草案の習業契約規定のような不備の規定を設けることは，かえっ
て「妨碍」になるおそれがあるというのである。この今村の意見は.法律取調委員会では特に議
論されることもなく，ポワソナードが規定した習業契約は公布された旧民法でもほぼそのまま維
持されたが，結局，明治民法では削除されることとなった。さきにみた法典調査会における穂積
の習業契約不要論は，今村の見解と同趣旨のものとみてよいだろう。「習業契約」のような特別
規定を民法典のなかに設けることには当初から否定的な声があったのである。
確かに，今村や穂積がいうように.民法典にはあくまで通則のみを規定するにとどめ.商工業
の習得や未成年労働者の保護のために必要な事項は，別途特別法により「完全Jな規則を定める
べきであるというのは，もっともな意見である。しかし「習業契約」の節を先全に民法典から
削除することにより.ボワソナードが意図していた“未成年労働者たる「習業者Jの保護規定"
という意義が消滅してしまったということを忘れてはならないであろう。
おわりに
前稿及び本稿では，ボワソナードの雇傭契約論を，ボワソナードによる講演や旧民法仏文草案
とその註釈の内容から考察してきた。
ボワソナードは.“契約自由の原則"に立脚しながらも，必要に応じて国家が立法により雇傭関
係に干渉することを容認しとりわけ未成年労働者の保護を重視していた。そのうえで.フラン
ス民法ではわずか数条しかない雇傭契約規定を 当時のフランスの学説や特別法を修正・発展さ
会民法草案財産取得編再調査案議事筆記 自第二十二回至第二十五回J26-27丁)。
(日)向上書.27了。
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せたうえで取入れ.日本の旧民法草案のなかに「雇傭契約Ji習業契約」あわせて全15条からな
る詳細な規定を設けた。そのなかでも.雇傭契約における労働者や習業契約における未成年の習
業者を弱者ととらえて保護をはかる規定を民法典のなかに設けようとしたことは.フランス民法
にもみられないもので注目すべき点である。具体的には，雇傭契約においては①終身雇傭禁止の
厳格化，②期間の定めがない雇傭契約の解約申入れの制限事由.③使用者の責任による契約の終
了に対する賠償義務が定められ.習業契約においては①未成年者の保佐・代理の必要性と契約期
間の制限，②師匠・親方の義務の詳細な規定.③習業者保護を目的とした裁判上の解除原因が定
められていた。しかしながら，このような労働者・習業者保護規定は，その内容の不十分さと一
般法たる民法典の性質になじまないことから，その後の明治民法において修正ないし削除され，
労働者保護の観点が弱められたのである明。
他方で，明治期のわが国において特別法による労働者保護立法は実現されなかった。労働者・
使用者間及ぴ授業者(師匠・親方)・徒弟聞を規律する「職工・徒弟条例」の制定作業は.旧民
法制定とほぼ同時期に進められていたが.明治20年代に至って頓挫した。また. 日本で最初の
労働者保護法とされる工場法は，約 15年にわたる制定作業の末，明治44(1911)年に公布され
たものの.施行は大正5(1916)年(全面施行は昭和4(1929)年)まで延期された。ボワソナー
ドが講演「日本に於ける労働問題」において日本の労働問題を危慎していたことともあわせ考え
ると.その起草による旧民法の労働者・習業者保護規定は，近代日本における労働者保護法の先
駆けのーっと捉えることが可能であろう。「法典論争」の結果，旧民法が施行されずに終わった
ため，ボワソナードが意図した労働者・習業者保護規定もまた実現されなかったのである。
(完)
(硲)明治民法の起草者が，いわゆる弱者保護に消極的な態度をとっていたことは.先行研究においても指摘されて
いる。たとえば.小柳春一郎「民法典の誕生」広中俊雄・星野英一編『民法典の百年 I 全般的観察J(有斐悶.
1998年)所収.24-25頁は.その一例として.起草者が利息制限法を廃止しようとしたこと.流質契約禁止
規定に消極的であったことを挙げている。
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